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１　経　　　緯

　

２　両事業の概要等

※　アンダーラインの箇所は、要件緩和の措置。

その他（特記事項）

・地域基金事業協議会（構成：県、労働局、労使団体等）
を

　設置（H21.2.6）し、事業計画について意見を聴取。
・正規社員として雇い入れた事業主に対して一時
金
　（30万円/人）の支給

・求職者に対する総合的な就業・生活支援の拠点
と
　なる「求職者総合支援センター」を平成２１年度
か
　ら設置

雇用創出数（国目標） 最大１０万人 １５万人

対象分野
【10分野】
１介護・福祉分野、２子育て分野、３医療分野、４産業振興分野、５情報通信分野、６観光分野、７環境
分野、８農林漁業分野、９治安・防災分野、10教育・文化分野

事業の実施主体等
民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人等に委託。
地方公共団体による直接実施は不可

民間企業、シルバー人材センター等に委託。
地方公共団体による直接実施は可

新規雇用する
労働者の

雇用・就業期間

原則１年以上の雇用
【安定的・継続的雇用】

６か月未満
【臨時的・一時的なつなぎ雇用・就業】
状況に応じて１回限り更新可

事業全体
としての要件
（新規雇用）

新規雇用失業者の人件費は２分の１以上
人件費割合が概ね７割以上、かつ、新規雇用失

業者数の割合が概ね４分の３以上

基金事業の対象者 失業者（新卒未就職者を含む）

基金事業の目的

地域内でニーズがあり、かつ、今後の地域の発展
に資すると見込まれる事業のうち、雇用継続が見
込まれる事業において、地域求職者等を雇い入れ
て安定的な雇用機会を創出する取組を支援

急激な経済情勢の変動により、離職を余儀なくさ
れた非正規労働者及び中高年齢者等に対して、
次の雇用へのつなぎとしての一時的な雇用・就業
機会を創出するとともに、安定的な求職活動がで
きるような支援体制を整備

予算規模
２，５００億円

（第二次補正予算、労働保険特別会計・雇用勘
定）

１，５００億円
（第二次補正予算、一般会計）

うち宮城県分
（内示額）

５９．９億円 ３１．３億円

事業期間 平成２３年度末まで

（４） 平成２０年１２月２２日に設置した「宮城県緊急雇用経済対策本部」における雇用対策として、「国の第二
　　　次補正予算による雇用対策財源に係る事業の推進」として位置付け

ふるさと雇用再生特別基金事業 緊急雇用創出事業

（３） 平成２１年１月２７日、第二次補正予算案成立。３月４日関連法案成立（緊急雇用創出事業関連）

「ふるさと雇用再生特別基金事業」及び「緊急雇用創出事業」について

（１） 平成２０年１０月３０日、「生活対策」決定（新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議）

　　　　　雇用対策として、地域における雇用機会の創出を図る「ふるさと雇用再生特別基金事業」が位置付け

（２） 平成２０年１２月１９日、「生活防衛のための緊急対策」決定（経済対策閣僚会議）

　　　　　雇用対策として、地方公共団体による再就職支援対策「緊急雇用創出事業」が位置付け

平成 ２ １年 ３月９日

宮城県経済商工観光部
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１ 基金事業規模

  (1) 内示額 ５９．９億円

  (2) 配分比率 県：市町村＝約１：２（県１９．９億円、市町村４０億円）

  (3) 事業計画額 県：１９．９億円（１００％）

市町村：４０億円（１００％）

計５９．９億円（１００％）

２ 分野別事業計画件数、新規雇用計画数（案）

件数
新規

雇用者数
件数

新規
雇用者数

件数
新規

雇用者数
件数

新規
雇用者数

１．介護・福祉分野 18 150 18 150 18 150 54 450

２．子育て分野 7 13 7 13 7 13 21 39

３．医療分野 2 43 2 43 2 43 6 129

４．産業振興分野 51 191 55 201 52 195 158 587

５．情報通信分野 13 28 10 20 5 11 28 59

６．観光分野 33 65 32 65 27 58 92 188

７．環境分野 11 21 12 23 11 21 34 65

８．農林漁業分野 17 44 16 39 15 35 48 118

９．治安・防災分野 4 54 3 9 2 2 9 65

10．教育・文化分野 22 74 22 74 22 73 66 221

合　　計 178 683 177 637 161 601 516 1,921

ふるさと雇用再生特別基金事業計画書（全体）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 合計
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３ 分野別の主な計画事業（ふるさと雇用再生特別基金事業）

市町村

１．介護・福祉分野
・授産施設等強化促進事業
・介護施設等サービス向上支援事業
・障害者就労支援促進事業

・高齢者等家事援助事業
・障害者雇用・就労サポート事業

２．子育て分野
・ファミリーサポートセンター事業
・子育てサポート支援事業

３．医療分野
・地域医療医師業務負担軽減支援業務
・院内保育所運営支援事業

４．産業振興分野
・みやぎ優れMONO発掘・育成支援事業
・国際経済推進支援事業

・特産品流通・販売システム多様化事業
・空き店舗活用によるｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ運営事業
・産業間連携商品開発事業

５．情報通信分野
・ＩＴ化支援ＮＰＯのネットワーク構築事業
・市町村行政情報化ＩＴアドバイザー業務

・公共施設予約サイト構築委託業務
・課税基礎資料作成業務

６．観光分野
・ホームページ等情報管理発信事業
・ホームページアクセス向上支援事業

・観光拠点施設利用サービス向上事業
・体験型観光受入れ態勢整備推進事業
・観光施設駐車場管理誘導事業

７．環境分野 伊豆沼・内沼ブルーギル駆除手法調査研究事業
・一般廃棄物適正処理対策事業
・地域環境保全事業
・木質ペレットの製造ノウハウの蓄積及び販売

８．農林漁業分野
・農業担い手法人化支援事業
・特産品「山菜」の産地化、加工・販売事業

９．治安・防災分野 街頭犯罪抑止のための地域安全活動事業
・共用空間データ道路・農道台帳整備業務委託事業
・地域防災基盤整備事業

10．教育・文化分野
・文化芸術普及推進事業
・海洋文化体験プログラム開発及び体験教室開催事業

・小学校外国語活動指導助手
・コミュニティ推進協議会活動強化事業
・埋蔵文化財発掘調査及び室内整理事業

県
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１ 基金事業規模

  (1) 内示額 ３１．３億円

  (2) 配分比率 県：市町村＝約１：３（県７．５億円、市町村２３．８億円）

  (3) 事業計画額 県：７．５億円（１００．０％）

市町村：２３．８億円（１００．０％）

計３１．３億円（１００．０％）

２ 分野別事業計画件数、新規雇用計画数（案）

件数
新規
雇用者
数

件数
新規
雇用者
数

件数
新規
雇用者
数

件数
新規
雇用者
数

件数
新規

雇用者数

１．介護・福祉分野 0 0 10 43 5 38 3 34 18 115

２．子育て分野 2 3 23 56 15 37 13 31 53 127

３．医療分野 0 0 5 14 4 12 4 12 13 38

４．産業振興分野 5 116 34 179 9 39 6 33 54 367

５．情報通信分野 0 0 11 21 0 0 0 0 11 21

６．観光分野 4 11 19 77 9 40 6 31 38 159

７．環境分野 3 11 91 454 49 235 42 187 185 887

８．農林漁業分野 0 0 34 273 22 223 16 183 72 679

９．治安・防災分野 0 0 26 144 9 70 4 46 39 260

10．教育・文化分野 5 11 63 359 45 223 32 158 145 751

合　　計 19 152 316 1,620 167 917 126 715 628 3,404

緊急雇用創出事業計画書（全体）

平成２0年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 合計
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３ 分野別の主な計画事業（緊急雇用創出事業）

県 市町村

１．介護・福祉分野
・宮城県母子世帯等実態調査
・人権啓発フェスティバル事業

・国民健康保険料等収納率向上事業
・災害時要援護者避難対策事業

２．子育て分野 ・保育所指導監査強化事業
・低年齢児保育受入体制整備事業
・放課後児童クラブ指導員スキルアップ事業

３．医療分野
・各種がん検診の未受診者対象事業
・住民検診通知書発送・整理業務

４．産業振興分野
・過疎地域集落力実態調査
・緊急雇用対策訓練補助事業
・県内企業グローバル化動向調査事業

・市地域資源モニタリング・探索事業
・商業地域活性化事業
・公共財産台帳基礎データ作成事業

５．情報通信分野
・公有財産現況調査
・地上デジタル放送受信地点調査業務

６．観光分野
・松島公園観光バス乗降場案内誘導業務
・仙南地域広域観光意識調査

・ポストＤＣ事業
・町観光推進事業
・観光客サービス促進事業

７．環境分野
・県内井戸実態調査
・農地海岸保全環境美化推進事業

・違反広告物対策事業
・松くい虫被害木伐倒駆除業務
・公園緑地における林地管理事業

８．農林漁業分野
・高舘いこいの森等環境整備事業
・森林環境整備促進対策事業
・農業水利実態調査事業

・農業雇用促進事業
・ため池台帳整備事業
・救命胴衣着用推進事業

９．治安・防災分野
・橋梁点検業務
・河川・海岸カルテ作成業務委託

・バス停留所周辺駐停車車両対策業務
・防災支援システム開発調査管理事業
・ブロック塀等実態調査業務

10．教育・文化分野
・県立高等学校キャリアアドバイザー事業
・学校事務の補助事務
・不登校支援事業

・語学指導等補助員配置事業
・図書館等資料整理事業
・文化財資料整理業務
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